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　少子高齢化の進行により、我が国の生産年齢人口は、平成７年（1995年）をピークに減
少に転じており、総人口も平成 18年（2006年）をピークに減少に転じています。
　国の「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」では、「少子高齢化の進行や人口減少
の傾向に大きな変化はなく、全体的な動向において、我が国の人口減少に歯止めがかか
るような状況とはなっていない。」と現状認識されています。
　本市においても首都圏に近い山梨県東部地域にあるため、人口減少は急激に進み、少
子高齢化等による諸課題に対応するため、「大月市まち・ひと・しごと創生総合戦略」や

「おおつき創生都市計画マスタープラン」を策定するなど、人口減少の歯止めや市の活性
化に繋がるようなまちづくりを進めてまいりました。

　そこで、新総合計画を策定するにあたり、市民と行政が互いに情報を共有して「信頼
と協働」を構築するなかで、その実現に向けた取り組みを継承・進化させることが重要
であると考え、「基本理念」は、第６次総合計画に掲げた「信頼と協働のまちづくり」を
引継ぎ、新たな「まちづくりの将来像」を「ひとと自然をいかし、希望のもてる未来を
みんなで実現していくまち大月」と定め、平成 30 年度（2018 年度）から平成 39 年度（2027
年度）までの大月市第７次総合計画を策定したところであります。
　本計画では、まちづくりの将来像を実現するための目標を行政の分野ごとに８つの体
系に分け、施策の大綱として方向を定め、各種施策の推進をしていくこととしております。

　今後は、「まちづくりの将来像」の実現に向け、市民と行政とが一体となって計画の推進
に努めてまいりたいと考えますので、なお、一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。
　結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見、ご提言を賜りました「おおつきの将
来構想検討市民会議」をはじめとする市民の皆様や、慎重な審議を賜りました大月市議
会議員並びに大月市総合計画審議会委員の皆様に心から感謝申し上げます。

　　　　2018（平成30）年3月

ごあいさつ
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１．はじめに

総　論

基本構想

Ⅰ

Ⅱ

基本計画Ⅲ

　１）策定の背景と目的

　大月市は、2007 年（平成 19 年）に 2016 年度（平成 28 年度）を目標年次とし
た「大月市第６次総合計画」を策定しました。
　この計画では、教育環境の整備充実として小中学校の適正配置に伴う施設整備や
安全で快適な医療を提供するための市立中央病院の病棟整備、国・県と連携して国
道 20 号のバイパス延伸による交通利便性の向上などを掲げ、計画に沿った整備を
進めてきました。
　また、財政の健全化についても、厳しい社会経済状況のなか、行財政運営の効率
化に取り組みました。
　しかし、地方経済の状況や雇用情勢は低迷が続き、人口減少や少子高齢化の進展
に合わせた福祉サービスの充実、東日本大震災以降の防災対策の強化など行政ニー
ズは多様化しています。
　一方、国では地方の少子高齢化と人口減少に対し、「地方創生」の観点から、
2014 年（平成 26 年）９月に「まち・ひと・しごと創生法」を閣議決定し、市町
村による「地方版総合戦略」の策定が位置づけられました。
　本市においても 2015 年度（平成 27 年度）に「大月市人口ビジョン」、「大月市
まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、2016 年度（平成 28 年度）には「大
月市公共施設等総合管理計画」、「おおつき創生都市計画マスタープラン」を策定し
たところであります。
　本計画は、第６次総合計画の期間が完了することを受け、2017 年度（平成 29 年度）
からスタートしなければならないところでありましたが、これらの計画や、国・県
などの関係する他計画との整合性を図るために、策定期間を１年延長し、これまで
のまちづくりの経過と現状を踏まえ、今後の社会情勢の変化に対応する中で、この
先 10 年間の大月市の目指す将来像を明らかにし、長期的視野に立った総合的な指
針を示すものです。
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　２）計画の位置づけ

　本計画は、大月市のまちづくりを進める上で最も基本となる計画で、各種個別計
画の最上位の計画に位置づけるとともに、市民をはじめ国や県、近隣の市町村にま
ちづくりの基本指針として示すものです。

　　○まちづくりの基本となる総合的な最上位の計画
　　○市民や団体等のまちづくり活動の基本指針となる計画
　　○国・県、周辺市町村への「まちづくりの指針」を示す計画

　３）策定の視点

（１）人口減少に対応した計画づくり
　2015 年（平成 27 年）の国勢調査では、国内人口が減少に転じ、今後も少子高齢化、
人口減少の傾向が継続すると推計されていることを踏まえ、人口減少を抑制するた
めの対策を盛り込んだ計画とし、「大月市まち・ひと・しごと創生総合戦略」との
整合性を図ります。

（２）協働の視点
　まちづくりは、行政、地域の各種団体や事業所、ＮＰＯ、ボランティアなど、様々
な形態での協働により取り組まなくてはなりません。
　今後、さらに厳しさを増すことが予想される財政状況を考えると、本市ならでは
の地域特性や特徴的な地域資源を生かすとともに、さまざまな政策課題に対し、第
６次総合計画の基本理念「信頼と協働のまちづくり」の視点で、市民と行政の協働
と連携により、市民が郷土に対し誇りを持てるまちづくりを進める必要があります。
　また、地方分権や地域主権といった、地方自治体が自己責任のもとで主体的なま
ちづくりを進めていかなければなりません。
　そのため本市では、第６次総合計画において推進してきた市民との対話と協働を
互いに共有する中で、基本的な考え方として市民との協働によるまちづくりを促す
仕組みや施策についても位置づけます。

（３）継続性の視点
　行政の施策・事業の多くは、安定した行政サービスの提供に関わるものです。住
民の暮らしに関わる各種行政サービスが、より充実して提供できるよう、第６次総
合計画の進捗を検証し、より効率的・効果的な取り組みとして継続できるよう努め
ます。
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第７次総合計画　　基本構想・10年間

後期基本計画・５年間前期基本計画・５年間

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

実施計画・３年間 毎年度ローリング

　４）計画の構成と期間
　本計画は、基本構想、基本計画、実施計画により構成します。
　　

（１）基本構想
　基本構想は、目指すべき将来像を示すとともに、その将来像を実現するための主
要な取り組みや分野別の取り組み施策の体系を示します。
　2018 年度を初年度に 2027 年度までの 10 年間の計画期間とします。

（２）基本計画
　基本計画は、基本構想の将来像と各種施策の基本方針をもとに、取り組み施策を
分野別に体系化して示します。行政の取り組み施策だけではなく、市民や団体等が
主体となる施策や国・県などへの要望事項、広域的な連携事業などについても位置
づけます。
　計画期間は前期５年間と後期５年間に区分し、前期計画は 2018 年度から 2022
年度までとします。

（３）実施計画
　実施計画は、基本計画で位置づけた施策の具体的な事業の実施期間、事業主体、
予算概要等を示します。
　年度予算や事業評価などの基本となるもので、施策の重要度や緊急度などに加え
て、国や県の施策動向や財政状況、事業の進捗状況等を総合的に判断して３年ごと
の計画とし、毎年度ローリングします。
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○大月市立中央病院や大月短期大学などの整備、小中学校の耐震化
○小中学校の適正配置　　○大月駅前の整備
○大月バイパスの整備、松姫トンネルの開通など交通の利便性が
　向上した
○富士山の世界文化遺産登録やアウトドアブームによる来訪者の増加
○軽トラ市や桃太郎サミット等のイベントの増加
○笹子追分人形伝承活動
○地域おこし協力隊の活動
○行政と市民の意思疎通が良くなってきている　　
○市内全小中学校に空調設備が設置され、教育環境が充実した　など　

　
　第６次総合計画では、市民と行政の協働によるまちづくりの推進に取り組んでき
ました。今回、計画の策定に際し、「おおつきの将来構想検討市民会議」と「職員ワー
キンググループ」を 2016 年度（平成 28 年度）に設置し、これまでの 10 年間の
まちづくりの評価や地域の課題、今後の取り組みなどについて検討しました。
　また、2017 年度（平成 29 年度）に設置した「総合計画審議会」においても計
画の策定について審議され、それぞれの会議の意見を以下のとおりまとめました。

　１）10年間のまちづくりに対する評価

（１）10年間で良くなった点
　主要事業として取り組んだ、施設や道路整備などが進んだことについては評価さ
れています。また、登山客や外国人観光客の増加、市民による地域活動の活発化な
ども挙げられました。

２．市の現況について
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（２）10年間で悪くなった点
　人口減少により地域の活力の低下や賑わいがなくなっていること、都市整備や利
便性に関わる問題、医療・福祉のソフト面での不足などが挙げられました。

○少子高齢化による単身高齢者世帯の増加　
○市役所や火葬場などの公共施設の老朽化　　
○小中学校の統合や大月短期大学附属高校の閉校
○地域行事の減少や近隣活動などの人員不足
○後継者不足等による商店の減少など地域産業に活気がなくなった
○鳥獣被害の増加
○空き家や耕作放棄地、閉校跡地など未利用地の増加
○大月市立中央病院の医師・診療科不足　　など
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○豊かな自然環境として ･･･
　　山、森林、清流、富士山の景観

○地域の歴史文化として ･･･
　　名勝猿橋、甲州街道の街並や本陣跡、駒橋や葛野川の発電所

○人材として ･･･
　　元気な高齢者、大月短期大学の学生
○地理的優位性として ･･･
　　都心から 75キロ圏（通勤・通学が可能、身近な観光地）
　　交通の要衝（ＪＲ中央本線､ 富士急行線､ 国道 20､ 139 号､ 中央自動車道）

■福祉、保健関係
　○子育て支援の充実
　○医療体制の充実
　○高齢者・障がい者福祉の充実

■地域・コミュニティ
　○交通弱者への対応
　○近隣関係の希薄化
　○高齢化により自治会運営に課題

■交通環境
　○バス路線など地域内の移動手段の充実
　○駅周辺の駐車・駐輪スペースの確保

■産業振興
　○森林の有効活用
　○トイレ､ 駐車場､ 立寄り施設整備
　○観光イベントの企画や情報発信の充実
　○観光資源のルート化
　○地域物産やブランド品開発

■土地利用、都市基盤整備
　○空き家・空き地の有効活用
　○耕作放棄地の有効活用
　○学校跡地の有効活用
　○大月駅北側の有効活用
　○未耐震公共施設の耐震化

　２）地域資源
　本市の大切な地域資源として残すべきものや、今後のまちづくりに利活用できる
資源として、以下のものが挙げられました。

　３）地域課題
　本市が抱える課題としては、人口減少・少子高齢化に関わるものと、産業の振興、
地域の賑わいや活性化に関わるものが目立ちました。

人口減少や少子高齢化に関連 産業振興、地域活性化に関連
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○大月市の住みやすさについて
　「住み良い」と「どちらかと言えば住み良い」を合わせた、肯定的意見は 31.6％、「ど
ちらかと言えば住みにくい」と「住みにくい」を合わせた、否定的意見は 37.9％と
なっています。
 

○今後の居住意向について
　「今の場所に住み続けたい」「大月市内の別の場所に移りたい」を合わせた、大月
市内への居住意向は 69.0％、「隣接市村へ移住」「県内その他地域へ移りたい」「県
外へ移りたい」を合わせた、大月市からの転出意向は 28.6％となっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0.00.20.40.60.81.0

今の場所に住み続けたい 大月市内の別の場所に移りたい

大月市に隣接する市村に移りたい 県内のその他の地域へ移りたい

県外に移りたい 無回答

住み良い どちらかと言えば住み良い

どちらかと言えば住みにくいどちらとも言えない

住みにくい 無回答

0.0

問 3-14　大月市の住みやすさについて

問 3-15　今後の居住意向について

5.9 25.7 29.9 25.4 12.5 0.6

61.3 7.7 5.2 7.3 16.1 2.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0.00.20.40.60.81.0

今の場所に住み続けたい 大月市内の別の場所に移りたい

大月市に隣接する市村に移りたい 県内のその他の地域へ移りたい

県外に移りたい 無回答

住み良い どちらかと言えば住み良い

どちらかと言えば住みにくいどちらとも言えない

住みにくい 無回答

0.0

問 3-14　大月市の住みやすさについて

問 3-15　今後の居住意向について

5.9 25.7 29.9 25.4 12.5 0.6

61.3 7.7 5.2 7.3 16.1 2.4

　４）アンケート結果（抜粋）　
　2015 年（平成 27 年）3 月、市内に居住する 20 歳以上の市民 2,000 人を対象に「市
民アンケート」を実施し、本市の現況や今後の取り組み意向などについて聞いてい
ます。（回答者：846 人、回答率 42.3％）
　以下は、アンケートに寄せられた意見の抜粋です。
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○ 10年前の大月市との比較
　10 年前の大月市との比較では、「変わらない」が大半を占めるものの、７項目中
６項目で「かなり良くなった」「やや良くなった」の肯定的回答が多くなっています。
特に、「道路、公園などの都市整備について」と「健康、福祉、子育て支援について」
の評価が高くなっています。
　一方、「産業振興（農業、商業、工業、観光）について」は、「やや悪くなった」「か
なり悪くなった」の否定的回答が多くなっています。

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

かなり良くなった やや良くなった

やや悪くなった変わらない

かなり悪くなった 無回答

問 3-16　10 年前の大月市との比較

健康、福祉
子育て支援について

自然環境の保全、
環境衛生について

安心・安全（防災、防犯、
住環境）について

教育、スポーツ、
文化について

道路、公園などの
都市整備について

市民参加・市民協働
について

8.6 31.1 45.3 7.6 5.2 2.2

5.3
28.5 56.4

4.1
2.6

24.5 59.1 7.6 1.9

20.2 61.7 7.4 3.0

6.3 40.2 43.6 4.6 2.0

1.4

13.5 53.1 19.5 10.2 2.4

2.4
18.0 66.3 7.1

2.7
3.5

2.7

5.0

3.3

5.0

2.0

3.1

産業振興（農業、商業、
工業、観光）について
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　これまでの本市の取り組みと現況、市民の評価や意向などを踏まえ、今後の取り
組み方向について以下のように整理しました。

　１）若い世代の定住環境づくり
　若い世代が定住するためには、快適で安心できる環境とともに、日々の生活を支
えるための働く場所が必要です。また、首都圏通勤者の増加に向けた住宅施策への
取り組みや、継続的な企業誘致、起業支援等に取り組む必要があります。

　２）健やかに安心して暮らせる地域づくり
　子育て支援の充実により、子どもを産み育てやすい環境づくりに取り組むととも
に、高齢者や障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、福祉、介護、医
療体制の充実に継続して取り組む必要があります。

　３）人口減少社会の地域コミュニティ支援
　地域コミュニティは、社会生活の共同体であり、維持・継続しなければなりません。　
　集落の世帯数の減少や高齢化によって、地域文化の伝承や自治会活動など、地域
コミュニティの維持が難しくなることから、支援方策を検討する必要があります。

　４）道路網の整備や公共交通など生活利便性の向上
　後継者不足などによる地元商店の減少により、自動車の運転ができない人は、日
常の買い物に不便を感じる状況にあります。買い物環境の整備や公共交通の充実な
ど移動手段の整備を検討するとともに、幹線道路と生活道路のアクセス整備など生
活利便性の向上に努める必要があります。

３．今後の取り組み方向
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　５）自然環境の保全・活用
　先人から受け継いだ豊かな自然環境を、次世代に受け渡せるよう、かけがえのな
い財産として、山林や清流の自然資源を保全するとともに、リユースや再資源化な
どの循環型社会への対応、公害・不法投棄の取締りや意識啓発などを充実する必要
があります。

　６）観光資源の情報発信と広域連携
　世界文化遺産に登録された富士山や、アウトドアブームによる釣りや登山など、
市内への来訪者は増加傾向にあります。観光資源の環境整備や観光ポイントへの
ルート整備、また、様々な手段での情報発信に加えて、広域で連携した観光企画な
どに取り組む必要があります。

　７）地域産業の育成
　農林業や地元商工業などの地域産業の担い手の育成や、後継者確保に努める必要
があります。また、地元産材を使った商品開発やブランド化の推進に努めるととも
に、産学官で協働・連携できる仕組みづくりを検討します。加えて、休耕地や空き
店舗の有効活用策についても検討する必要があります。

　８）防災対策と緊急対応ができる体制整備
　山間地や河川沿いの集落では、地域の特性を踏まえた避難・安全確保対策の充実
や、自助・共助の意識づくりなど、各地区の状況にあった自主防災対策が必要です。　　
　また、市域が広いことから急病時等の緊急搬送体制の更なる充実や地域消防力の
維持・強化など、安心して暮らせる体制づくりにより一層努める必要があります。
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　９）潜在的な住民力と地域力の発掘
　地方分権（地方主権）化の進展に伴い、市民の皆さんにも市民参画、協働意識が高
まってきました。市民参画、市民協働の仕組みを強化することで、市民が潜在的に持
つ「住民力」と「地域力」をさらに引き出せる可能性があります。地域の人材を有効
に生かした小中学校教育の充実と連携や、大月短期大学との連携、学生等の地域活動
支援、生涯学習などを通じた地域リーダーの育成に取り組む必要があります。

　10）ふるさと教育の推進
　郷土を大切にする心を育てるには、地域の歴史・伝統・文化・産業・自然について、
地域の人たちとのふれあいの中で学んでいくことが大切です。
　子ども達には、本市独自の教育施策を推進し、個性を伸ばし、豊かな自然や人的
環境の中で、自然・勤労体験を位置づけた教育課程の編成と実践に努める必要があ
ります。また、市民一人ひとりが地域への愛着と誇りを持てるよう、更なる生涯学
習の環境整備に取り組む必要があります。

　11）土地利用方策の検討
　限られた平坦地を最大限活用して都市機能の誘導を図りながら、特色ある地域づ
くりを進め、持続可能な都市の形成を図る必要があります。
　特に、大月駅北側や学校跡地、桂台地区などの大規模空閑地の有効活用による地
域活性化や都市基盤整備を検討する必要があります。
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